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  県内研究者・技術者の技術交流プラットフォーム（「Ｒ＆Ｄラボ＊」）の設置等による

高度産業人材の育成や技術力、研究開発基盤の強化 

  高度技術者等の技能・知識を活かす人材登録制度(ＯＢ等人材バンク＊)の構築に

よる産業人材の確保や活用、技術支援等の強化 

  県内就職関連事業の連携促進等、若者（高校生、大学生）の県内定着に向

けた効果的展開 

  企業ニーズや地域中核企業＊の成長に向けた産業人材確保制度の充実 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 本県のものづくり技術基盤を活かした、「医療」「環境・エネルギー」等、成長

分野の産業の育成に向けた、高度産業人材（理系大学院修了者・薬剤師有資格者）

の確保のため 2015（平成 27）年度に県内企業の協力を得て、「奨学金返還補助制

度」を全国に先駆けて創設（2017（平成 29）年度：20名） 

○ 一方で、高校生、大学生等、若者の県内定着に向けた取組が積極的に進められ

ているものの、県外流出には歯止めがかかっていない状況 

○ また、本県には化学系企業を中心に高度ものづくり技術を誇る企業やその製

造・研究開発拠点が集積。それら基幹企業と地元中小企業等との連携の強化、県

内技術者・研究者等の人材育成や活用の促進が強く求められている 

 

［課題と方向性］ 

● 奨学金制度対象決定者の補助対象企業への就職状況は３割程度に留まってお

り、企業側、学生のニーズを踏まえた効果的な制度の見直しが必要 

● 地域の産業を担う高度産業人材の確保・育成に向けては、教育や雇用分野等の

関係機関が連携した効果的、総合的な人材確保・育成の取組を進めることが必要 

● 瀬戸内基幹企業＊を中心とした高度な技術・知識を持つ技術者・研究者と地域

中核企業＊等との技術交流やそうした人材の県全体での確保・活用を図ることで、

県内企業の技術力・研究開発力向上、技術者・研究者の人材育成の進展を期待 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 
 〔高度産業人材の確保・育成〕 No   ６ 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

重点成長分野＊の

イノベーション＊展

開に向けた研究開

発力の強化や人材

の確保・育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業人材の確保 

   

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

研究開発・人材活用システムへ

の参加企業数 
－ － ５０社 

奨学金補助制度を活用した 

県内就業者数（累計） 
４ 2017（平成 29）年度 ２０人 

企業間連携による研究開発・人材活用システム

Ｒ＆Ｄラボ
（研究開発・人材育成)

県内企業研究･技術者による技術
交流や共同研究、セミナー･ワー
クショップの開催等

ＯＢ等人材バンク
(人材登録による活用)

技術技能別の技術者等ＤＢを構
築。企業とのマッチング・派遣、
技術開発シーズの事業化の提案

※新技術、研究

開発等を希望す

る事業者

※技術者等の確

保・育成や技術

支援等を希望す

る事業者

参画
参画

派遣

中小企業

研究者・高度技術者ＯＢ等

登録

※技術開発シー
ズの提供による
事業化の提案

大手企業
参画

協力

～Ｒ＆Ｄラボ機能（研究開発基盤）と人材バンク機能（高度技術者等人材活用）を一体的に運用～

提案

＊共同研究等による
若手研究者育成

＊成長産業創出を期待

提案

＜企業間連携による研究開発・人材活用システムの構築＞ 

「R＆D ラボ＊」の創設・運用 

＜「高校生県内就職促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の活用による県内就職の促進＞ 

＜高度産業人材確保事業（奨学金返還補助支援制度）の充実＞ 

「研究者・高度技術者 OB 等人材バンク＊」の創設・運用 

制度検討・準備 「R＆D ラボ」創設・運用 

制度検討・準備 システム構築 運用開始 

庁内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ設置 
による取組の検討 

若者の県内定着に向けた支援 

既存事業の実施､制度検討 
企業ニーズの把握 

制度準備 制度運用 

＊ 

＊ 


